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防火対象物点検報告特例認定申請書 

⑴   年  月  日  

⑵ 東京消防庁 

       消防署長 殿 

申請者 ⑶ 

住所                  

（法人の場合は、名称及び代表者氏名） 

   

氏名                ○印  

電話番号                

 

下記のとおり、消防法第８条の２の３第１項の規定による認定を受けたいので、同条第２

項の規定に基づき申請します｡ 

記 

防 火 対 象 物 

所 在 地   ⑷ 

名 称   ⑸ 

用 途   ⑹ 令別表第一  （  ）項 

収 容 人 員   ⑺ 管理権原 ⑻ 単一権原･複数権原 

消防法施行令

第 2 条を適用

す る も の 

名  称 用  途 収容人員 

  ⑼   

   

申請者が防火対象物の管

理 を 開始 した 年月 日 
⑽   年     月     日 

前回の特例認定年月日 ⑾   年     月     日 

そ の 他 必 要 な 事 項 

⑿ 

※ 受 付 欄 ※ 経 過 欄 

  

備考  １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 

２ ※印の欄は、記入しないこと｡ 



 

〔防火対象物点検報告特例認定申請書記入要領〕 

項    目 記  入  要  領 

⑴ 年月日 申請書の提出年月日を記入します。 

⑵ 宛先 当該防火対象物を所轄する消防署の長宛とします。 

⑶ 申請者 

１ 当該事業所の管理について権原を有する者の住所､氏名を

記入し、押印します。（ただし、法人の場合は法人の住所､

名称及び代表者の職・氏名を記入します。） 

２ 個人企業の場合は、住所登録のしてある住所とします。 

 
 
 
 

防

火

対

象

物 

⑷ 所在地 当該防火対象物の所在地を記入します。 

⑸ 名称 「〇〇ビル」等防火対象物の名称を記入します。 

⑹ 用途･令別表第一 
当該防火対象物の用途を政令別表第１に掲げる用途区分により

「飲食店 ⑶項ロ」｢複合用途 ⒃項イ｣の要領で記入します。 

⑺ 収容人員 当該防火対象物全体の収容人員を記入します。 

⑻ 管理権原 
当該防火対象物全体について管理権原の分かれない場合は 

｢単一権原｣を、分かれる場合は｢複数権原｣を○で囲みます。 

⑼ 消防法施行令第 

 ２条を適用するもの 

１ 同一敷地内に同一管理権原の２以上の建物がある場合、 

各棟の名称､用途、収容人員を記入します。 

２ 棟が多く、この欄に書ききれないときは適宜用紙を添付し

て記入します。 

⑽ 申請者が防火対象物の

管理を開始した日 

法第８条の２の２第１項の防火対象物として、申請者が当該防

火対象物の管理を開始した日を記入します。 

⑾ 前回の特例認定年月日 前回の特例の認定の効力を生じた日を記入します。 

⑿ その他必要な事項 
申請者の事業所の存する階、事業所名、店舗名、収容人員等を

記入します。 

 

 


